
平成 18 年 5 月 11 日 
旧「東海・東南海・南海地震津波研究会」会員各位 

 
特定非営利活動法人 大規模災害対策研究機構 

理事長 河田 恵昭 
 

特定非営利活動法人 大規模災害対策研究機構へのご加入のお願い 
 
謹啓 新緑の候、貴下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

 皆様には、「東海・東南海・南海地震津波研究会」(以下、「研究会」という)の諸活動におきまして、

一方ならぬご尽力、ご協力をいただき、おかげをもちまして会長として無事その任務を全うさせていた

だきました。この場をお借りしまして、心からお礼申し上げます。長い間本当にありがとうございまし

た。 
 さて、皆様先刻ご承知のように、「研究会」は今年 3 月をもちまして発展的に解消し、4 月から引き続

き特定非営利活動法人 大規模災害対策研究機構(略称 CDR)（以下、「機構」という）に引き継ぎ、次

の南海地震が発生するまで「機構」を継続するという明確な意思を表明し､若手の研究者のご賛同を得

るようにいたしました。 
一方、CDR は、さる 4 月 17 日に臨時総会を開き、「研究会」の活動を引き継ぐとともに、6 月 12 日

に予定されております定期総会において役員体制の刷新をおこない、同時に新たな活動を展開していく

ことを確認いたしました。 
つきましては、旧「東海・東南海・南海地震津波研究会」の会員各位におかれましては、来る 6 月の

定期総会までの出来るだけ早い時期に、「機構」にご加入いただきますようお願いする次第です。 
「機構」の組織は別図に示すとおりでありますが、会員は、NPO 法上の正社員であるところの正会

員（個人会員のみ）と、「機構」の活動の趣旨に賛同し、活動を側面から支援していただく賛助会員（法

人など団体）といたします。また、これまでの研究会活動は「機構」が運営する新たな「東海・東南海・

南海地震津波研究会」に引き継ぐものとします。 
なお、行政につきましては、ヒアリングの結果を踏まえ、行政が NPO の活動を支える立場であると

いう法の趣旨から、組織として会員になっていただくよりも､関係者が個人の資格でご入会いただくの

が適切と判断いたしました。 
なお、新たな「東海・東南海・南海地震津波研究会」においては行政に対する情報提供を「機構」か

ら積極的に発信する予定にしております。 
以上の趣旨をご理解いただくとともに、別紙定款もお読みいただき、別紙にて加入手続きをとってい

ただきますよう、重ねてお願い申し上げます。 
謹白 

呼びかけ人（あいうえお順） 
足立 敏之（近畿地方整備局企画部長）   小河 保之（大阪府危機管理監） 
河田 恵昭（京都大学防災研究所長）    越村 俊一（東北大学助教授） 
島田 広昭（関西大学助教授）       高橋 智幸（秋田大学助教授） 
後野 正雄（大阪工業大学教授）      東田 雅俊（兵庫県防災監） 
牧  紀男（京都大学防災研究所助教授）  村上 仁士（徳島大学大学院教授） 
矢守 哲也（京都大学防災研究所助教授）  小田 一紀（大阪市立大学特任教授） 

  井保 武寿（前鹿島建設（株）常任顧問） 
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平成 18 年 5 月 11 日 
各 位 殿 

特定非営利活動法人 大規模災害対策研究機構 

事務局長 稲津 謙治 

 
加入手続きについて 

 
加入手続きにつきましては、以下の要領にてお願いいたします。 
 

（１）本年 2 月の「東海・東南海・南海地震津波研究会」からの「NPO 法人 大規模災害対策研究機

構への会員切り替えのお願い」に従い、加入手続きをお願いいたします。なお、すでに加入手続

きを済ませておられる会員は、改めて加入手続きをしていただく必要はありません。 
（２）今回新たに切り替えまたはご加入いただく場合には、正会員―法律上の正社員（個人のみ）と賛

助会員―活動の趣旨に賛同し支援する民間法人（団体）とは別になりますので、別紙の加入申込

用紙により、それぞれご加入手続きをお取り願います。正会員は 5,000 円、賛助会員は 30,000
円です。賛助会員の代表者は、その法人の代表または法人組織の一部の代表者のいずれでも結構

です。 
（３）加入申込は、メール、ＦＡＸ、郵送のいずれでも結構です。あて先は、下記事務局までお願いし

ます。 
（４）年会費は、６月 12 日総会後に請求書をお送りいたしますので、その際、下記までお振込みくだ

さい。なお、振込先は、旧・東海・東南海・南海地震津波研究会とは異なります（閉めます）の

で、お間違えのないようお願いいたします。 
【振込先】 

銀行名：みずほ銀行梅田支店（店番号：４６０） 
貯金種別：普通預金 
        ﾄｸﾋ)ﾀﾞｲｷﾎﾞｻｲｶﾞｲﾀｲｻｸｹﾝｷﾕｳｷﾕｳ 
口座名：特定非営利活動法人 大規模災害対策研究機構 
口座番号：２４７７４８８ 

 
また、4 月 17 日の特定非営利活動法人 大規模災害対策研究機構の臨時総会におきまして、河田

理事長より（株）ニュージェックが事務局の指名を受けました。旧・東海・東南海・南海地震津波研

究会から引き続き事務局を務めることになりましたので、今後とも、ご指導ご鞭撻の程、よろしくお

願いいたします。 
 

特定非営利活動法人 大規模災害対策研究機構 事務局 
 〒531-0074 大阪市北区本庄東２－３－２０ 
       （株）ニュージェック 港湾・海岸グループ海岸・海洋チーム気付 
          事務局担当 三島豊秋・吉田和郎 
          TEL 06-6374-4420（または、06-6374-4419） 

FAX 06-6374-5065 
          E-mail：tsunami@newjec.co.jp 
          ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：http://www.e-tsunami.com/ 


